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１．大学改革（総論） 
 大学進学率は大幅に上昇しているが、日本の大学生の学修時間は、米国と比較すると大幅に少ない状況。大学教育
においても、学生数の確保といった発想ではなく、学生の人的能力を高める教育の質の向上を強化すべき。このため、 
 大学による厳格な成績評価・卒業認定の厳格化を進めるとともに、企業サイドにおいても中途採用枠を増やして学

生の能力・スキルを重視した採用活動に転換していくべき。 
 英語による授業の単位取得の必修化、文系・理系の垣根のないリベラル・アーツ教育を強化すべき。 
 産業界との連携によって、奨学金等の支援拡充や授業内容の充実を一層図るべき。また、国立大学授業料は、各

大学の学部・学科毎に柔軟に設定(※）し、併せて、各大学における成績優秀者への授業料免除や多様な奨学金（地
元就職時の返済免除型等）の導入等の学生支援の取組を充実すべき。 

※現行制度上も授業料（標準額）の120％の範囲で各大学の判断で可能であるが、実施しているのは2大学（東北大学、東京農工大学）のみ。 

（出所）文科省「国立大学改革プラン（平成２５年１１月）」参考資料 

＜日米大学１年生の授業に関連する学修の時間（１週間あたり）＞ 

日本 

＜日本の大学進学率・大学数等＞ 

（出所）大学進学率及び大学数は文部科学省「学校基本調査」より作成。実質ＧＤＰ成長率は内閣府「国民経済計算」より作成。 
注）大学進学率及び大学数は短大を除く。大学進学率は過年度高卒者等を含む。大学数は国立、公立、私立の合計。実質ＧＤＰ
成長率は１０年平均（例：１９８０の欄は１９８０～１９８９の各年度の平均）を記載しているが、２０１０については２０１０～２０１３の各
年度の平均を記載。 

＜国立大学法人と私立大学の初年度納付金の推移＞ 

（単位：上から％、校、％） 

（円） 

注）１．私立大学の額は平均値であり、年度は入学年度である。 ２．国立大学の平成１６年度以降の額は国が示す標準額である。 
   ３．括弧内は私立の納付金を１００とした時の値 

（出所）文部科学省調査 
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※括弧内は私立大学を１００とした場合の値 

米国 

  1980 1990 2000 2010 

大学進学率 26.1 24.6 39.7 50.9 

大学数 446 507 649 778 

（参考） 
実質ＧＤＰ成長率 
（１０年平均） 

4.32 1.48 0.60 1.68 

＜世界の大学ランキング４００位以内にランキングされる日本の大学数の推移＞ 
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我が国がグローバル競争を乗り越え、イノベーションによって持続的成長を実現する鍵は人財。国家の礎は教育であり、その質
を高めるために、教育のあり方を抜本的に見直すべき。このため、関連予算は、人的資本の蓄積を果たすべく効果的に配分さ
れるべき。他方、27年度予算においても厳しい財政制約の下、原則、見合いの財源確保なくして歳出を増やす環境にはない。文
教関係も、「経済再生」と「財政健全化」の両立に向けた2020年度までの道筋を視野に入れ計画的な取組みを進めるべき。 



11,153  

11,278  

11,518  

3,927  

3,877  

3,359  

2,773  

1,760  

1,337  

947  

974  

653  

2,107  

2,094  

1,705  

0 5,000 10,000 15,000 20,000

2012

2008

2004

運営費交付金 授業料等収入 補助金等収入 寄附金 産学連携等研究収入等 

 国立大学においても、PDCAサイクルの確立が重要。 
• 可能な限り定量的な指標を用い、卒業生を雇用する企業等への調査を含め、教育、研究、地域貢献など大

学の機能毎に比較可能な形で整理した上で第三者評価を交えて、公表すべき。 
• こうした成果評価を運営費交付金の配分に的確に反映し、教育の質の向上に努力した大学が報われるよう

にすべき。また、国立大学独自の資金確保の努力を促進すべき。そのインセンティブとして、外部研究資金
の確保の状況を運営費交付金の配分に際し、積極的に評価に取り入れるべき。 

• 大学教員が研究や教育に専念出来るよう、事務スタッフの配置・増員や大学のガバナンスを見直すべき。 
 

 各大学の強みを活かす改革を促進すべき。 
• 理工系研究について、世界トップレベルの研究を目指す大学及び大学院においては飛び入学（※）を実施し、

若い時点から研究経験を積ませるとともに、若手へのポスト振替を進め、世界最高水準の人財を育成すべき。 
※現状、日本の国立大学で飛び入学を実施しているのは千葉大学のみ（平成10年～）。一方で、米国では大学生の３％が１８歳未満。 
 

• 地域の国立大学においては、各地域の得意分野（農学、水産学、環境学、鉱山学等）を活かす優れた教育、 
研究拠点（リージョナルCOE）を創設・選定し、特色ある人財育成、地域貢献を果たすべき。 

２．大学改革（国立大学改革） 

＜国立大学法人収入額推移（病院収入を除く）＞ 

注１：「運営費交付金」、「寄附金」及び「授業料等収入」については決算報告書の金額を記載している（２００４年の寄付金は財務諸表の附属明細書）。   
    なお、「授業料等収入」には、財産処分収入及び雑収入が含まれる。 
注２：「産学連携等研究収入等」については、決算報告書の「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」から寄附金の額を控除した金額を記載している。 
注３：補助金等収入（「大学改革推進等補助金」、「研究拠点形成費補助金」、「科学研究費補助金」等の直接経費）については、決算報告書及び財務諸 
    表の附属明細書による。なお、補助金に関する附属明細書は２００５年より作成されているため、２００４年については交付決定額を記載している。 
注４：科学技術振興調整費は、「産学連携等研究収入等」の欄に含まれている。科学研究費補助金等の間接経費については、「授業料等収入（雑収 
    入）」に含まれている。 
注５：施設整備費補助金、船舶建造費補助金等は計上していない。 

（出所）各大学の決算報告書及び財務諸表から作成 
国立大学運営費交付金上位５校のシェアの推移 

（単位：億円、％） 

順位 法人名 
平成１６年度 平成２６年度 

金額 シェア 金額 シェア 

1 東京大学 780 7.41 756 7.56 

2 京都大学 531 5.04 506 5.06 

3 東北大学 450 4.27 433 4.33 

4 大阪大学 442 4.20 425 4.25 

5 九州大学 393 3.73 377 3.77 

上位５校計 2596 24.65 2497 24.97 

補助金、寄付、研究収
入等の合計（法人収入
全体に対する割合） 

3695(20%) 

4828(24%) 

5827(28%) 

（億円） 

２ 

～この１０年間の交付金配分は固定的～ 
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３．小中学校教育について 

 今後、生徒数が更に減少する中、教師の数、クラスの定員といった「数」よりも、一人一人の能力を高められる教師の
「質」を重視した取組みを強化すべき。このため、退職者の地域的なばらつきには十分配慮しつつも、将来の生徒数
見通しと整合的かつ計画的に、全体としては新規採用を抑制し、一方で、教師への投資や能力のある者の積極的登
用等を進めるべき。 

 
 現在の学校設置基準は昭和31年の基準のまま(通学距離小学校４Km、中学校６Km)。その後の変化を踏まえた対応

を図りつつ、また、地域の実情も踏まえながらも、「距離」から「一定規模の児童数」を基本とした基準への見直しが必
要。一定のクラス数確保は教育面にもプラス。また、ICT活用による遠隔授業や外部人材の活用により効率的に教育
の充実を図るべき。 

＜小中学校教員の採用数・退職者数推移＞ 

（出所）文部科学省調べ 

（出所）OECD「図表でみる教育2013」※各国とも
原則として国公私立を含み、事務職員は含まない 

 ※日本（２０２５年）の推計は以下の条件で算出。 
・教員数は現状（平成22年度）維持 
・児童生徒数は0～14歳人口推計（出生中位・死
亡中位）の減少率を用いて機械的に算出 

＜教員1人当たりの生徒数（２０１１年）＞ 

（人） 
（出所）中央教育審議会答申資料より作成 

＜公立小中学校年齢別教員数＞ 
（平成２３年度末） 

「公立小・中学校の統合方策についての答申」 
（昭和31年11月15日中央教育審議会） 
二 学校統合の基準について 
２ 児童生徒の通学距離は、通常の場合、小学校児童にあっては、四キロメート
ル、中学校生徒にあっては六キロメートルを最高限度とすることが適当と考えられ
るが、教育委員会は、地勢、気象、交通等の諸条件ならびに通学距離の児童生徒
に与える影響を考慮して、さらに実情に即した通学距離の基準を定めること。 

  小学校 中学校 

日本 18.1 14.2 

日本（2025年推計） 14.2 11.2 

アメリカ 15.3 15.2 

イギリス 19.9 15.2 

ドイツ 16.3 14.2 

フランス 18.4 14.8 

OECD平均 15.4 13.3 

３ 
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